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高等教育機会の選択と家庭所得

　　　一選択モデルによる規定要因分析一

　
久元子金

纏
一圭

本吉

序

　現代日本において，出身家庭の所得が高等教育への：進学行動にどのような影響を与えているのか。

高等教育政策にも直接の含意をもつにもかかわらず，この問題に関しての実証研究はすくない。進

学に超する「選択モデル」という理論枠組みを設定して，これを日本青少年研究所（千石保　所長）

の「高校生将来調査」による進学行動に関する追跡データに適用することによって，この問題に新

しい角度から接近しようとするのが本稿の課題である。具体的には，

a．高校卒業生の高等教育への進学と，その家庭所得との問には，明確な関係があるのか，また関

　係があるとすれば，それは高等教育機会の種類（国立・私立の4年制大学，短期大学，専修学校〉

　によってどう異なるのか。

b．家庭所得以外の属性（特に両親の職業・学歴，および本意の学業成績〉をも視野にいれれば，

　家庭所得とそれらの属性の問にはどのような相互関係があり，またそれらが全体として進学行動

　をどのような構造をもって規定していると見ることができるのか。

c．そのうえでなお家庭所得が，進学行動の重要な独立の規定要因となっているとすれば，それは

　どのようなばあいか。

の三つの点に分析の焦点をあてる。

　続く第1節ではまずこの問題の現実的背景，理論上の問題点，分析の枠組みについて整理し，第

2節でこれにもとずいて上記の三点に関して実証的な検証をおこない，そこでえられた分析結果の

将来への含意を第3節で検討する。この論文の基礎となったのは共著者二人の共同の分析作業であ

るが，本稿では，第ユ節および第2節（1）を金子が，第2節（2），（3）および第3節を吉本が分担執筆し

た。

璽。研究の背景と方法

　（D　研究の背景

　高等教育への進学行動に影響を与える家庭背景の要因は，さしあたり家庭の所得などのいわば経

済的要因と，両親の職業・学歴などのいわば非経済的要因の二つに大きくわけて考えることができ

よう。これらは直接に，あるいは本人の学力・嗜好を通じて間接に，進学の決定を左右する。それ

らの中から本稿ではとくに家庭所得を分析の主たる視角にすえる。

＊広島大学・大学教育研究センター助教授
＊＊雇用職業総合研究所研究員



104 大　学　論　二 三玉8集

　理念としての「教育機会の均等」が現実においてどの程度実現されているかを実証的に問うとい

ういみで，出身家庭の経済的な階層がどのように上級学校への進学を規定しているかという澗題は

早くから研究者の関心をあつめた。このいみで教育の社会学的研究における一つの「古典的テーマ」

であったといえよう。そしてそれはある程度，戦後の世界的な潮流でもあった。しかしその後研究

は，1960年代から1970年代にかけて，教育社会学における「社会移動論」のより一般的な枠蝕みの

なかに位地づけられて展開し，パス分析などの導入によって分析方法も精緻化する。そして同時に

皮肉にもこの過程において，規定要因としての家庭所得は研究の焦点から後退したのである，，それ

は一つにはとくにアメリカ，イギリスなどにおける実証研究によって，幽身家庭の社会的階級とこ

どもの進学の間に関係があっても，それは経済的な直接の制約よりもむしろ，親の職業，教育など

の非経済的要因によるこどもの知的能力・性向の差によるところが大きいことが強調されたためで

あった。他方で研究は，学校などの具体的な環境のなかで，子どもの進学のアスピレーションがど

のように形成されていくかに焦点をおく，微視的な方向にも発展してきた〔藤田11987〕。

　ここで留意しておきたいのは，このような研究態度の変化が，進学の規定要因としての家庭所得

の地位の，現実での変化にある程度対応していたと見られる点である。特にアメリカでは，戦後す

ぐから機会均等の実現をめざして公立大学の拡大や，奨学金の拡充など福祉国家的な高等教育が積

極的に展開された。わが国においては1950年号から1960年代を経て1970年代に至る高度経済成長の

過程において，家庭所得の水準が驚異的な上昇をみせた一方で，特に国立大学の授業料は長期的に

低額にすえおかれた。この結果，国立大学の授業料は次第に名目化し，すくなくとも国立大学に進

学する限りは，進学の直接費用の負担の能力は進学の制約となり得なくなっていったのである〔金

子　ユ987，P．78〕。私立大学の授業料ははるかに高額であり，増額も頻繁におこなわれたが，し

かし家庭所得の水準と比べれば相対的に下降の趨勢をたどった点については同様であり，このよう

な変化がこの時期の進学率の急劇な上昇の主要な要因となっていたと考えられる〔金子　1986〕。

一入一入の高校生についてみれば，家庭の経済的要因が高等教育進学の絶対的な障壁となる場合は

次第に少なくなる傾向にあったことは事実であろうと思われる。

　また学生の出身家庭についてのわが国での唯一の全国的なサンプル調査として文部省が2年ごと

に実施する「学生生活調査」に基づく推定よれば，家庭所得と進学率との間にはすでに明確な対応

関係がみられなくなっている。文部省はこの調査から得られた学生の家庭所得による分布と，総理

府の「家庭調査」から得られた世帯主年齢45－54歳の家庭の所得分布を対応させることによって，

所得階級5分位別の大学・短大在学者の分布を推計してきた〔文部省　1988〕。これによれば，所

得階級別の進学率の差は1970年代を通じて縮小し，三980年代においては下位の第1から第IV部位ま

でには在学者の比率に大きな差はなく，強いていえば最も下位の第1分位で高く，それよりうえの

第Uから第IV分国で少し低く，第V分位でまた高い値をしめすという，　U字型のプロフィールを描

くようになっているのである。もしこれが事実を正確に反映しているとすれば，家庭所得は，その

直接・間接の効果のいずれを問わず，高等教育への進学に重要な影響を及ばさなくなっているとみ

なければならないことになる。

　では家庭所得と進学行動という問題に焦点をあてることはもはや無意味となっているのか。まず
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研究の経緯を振り返って確認しておかねばならないのは，社会移動を焦点とする研究の動向がアメ

リカ，イギリスなどでの研究の進展に強く影響されてきたという点である。すくなくともわが国に

おいては，大量のデータにもとづいて経済的・非経済的要因の双方を視野において進学行動の体系

的な実証研究が行われたことは少数の例〔江原　ig84〕をのぞけば少ない〔岩井，片岡，清水　19

87）。また高等教育の直接費用も1970年代中ごろから急激な上昇をみせ，家庭所得に対する相対的

な比率も増加してきている点にも留意する必用があろう。1人あたりG酔に対する平均学生納人

金の比率は1970年置はじめから1985年までに，国立で3パーセントから9パーセントへ，私立で16

パーセントから29パーセントへと増加してきているのである〔Kaneko　1988，　p．66〕。そしてこれ

が1970年代中ごろからの進学率の停滞傾向と関連があるのではないかとも指摘されている〔菊地

1983）。さらに「一下生活調査」にもとつく所得階級別の在学率の推定については，その妥当性に

ついて専門家の問から強い疑念が提出されてきた〔市川　1987，菊地　1987，金子　1987〕。その

論点についてここで詳しく論じることはできないが，もともと全く対象の異なる二つの調査の結果

を用いて推定をおこなうこと自体に基本的な問題点があるといえよう。したがって，高等教育進学

と家庭所得との聞の関係は実証的に明らかにされているとは決していえないのである。しかもそれ

は国立大学の授業料，私立大学への助成のありかた，さらには奨学金制度などの，政策的問題にき

わめて直接的な含意を持っていることはいうまでもない。このように考えれば家庭所得という，い

わば古典的な視点をいま敢えて設定することの意味もr解されよう。

　しかしそれは実証分析のうえからは旧来の方法をくりかえすということではない。むしろ，この

ような観点からは実証分析上でのきわめて重要な飛躍が必用となってくる。本稿の分析はこれを第

1に，追跡調査による個票データ，第2に明示的な理論モデルとそれに対応して非連続的な変量を

扱うことのできる統計的な方法，によって試みようとするものである。

　（2）データ

　まず「学生生活調査」について述べた問題点を回避するには，集計的なデータから間接的に分析

をおこなうのではなく，一人一人の個人の進学選択の行動をとらえること，しかも非進学者を含め

た高校生を対象として，その進学前の属性と，具体的な進学選択の過程をとらえたデータを用いる

ことが必用となる。いいえかれば，高校生の進路選択について追跡調査を，押下の段階でもちいな

ければならない。

　このような観点からきわめて貴重であるのは，日本青少年研究所が故松原治郎教授を中心とする

研究グループの協力によって実施した「高校生将来調査」のデータである。同調査はアメリカ合衆

国で実施されたHigh　Schcol　and　Beyo記調査に呼応して，高校生の進路に関する大規模な追跡調

査として企画された。まず第肇回調査として，1980年10月から12月にかけて，全：国の10地点で46校

に在学する高校3年生，7，239人を対象として家庭背景，進路計画などを聞いた。1982年末から

1983年はじめにかけて行われた第2回調査ではその調査対象者の二年後の実際の進路などが追跡調

査され，3，651人から回答を得ている。その後さらに1985年には第3回の追跡調査が行われ，1，497

人から回答が得られた。調査結果の概要とその…次的な分析は，すでに3冊の報告書に発表されて

いる〔日本青少年研究所　198茎年，1984年，1987年〕。しかし，この調査による情報はきわめて豊
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富であって，さらに本格的な分析がさまざまな視点から行われることが期待される。本稿における

分析もそのような再分析の一つとして位置ずけることができよう。

　本稿の分析はこの高校生将来調査の第2回調査の回答者について，第1回調査の回答における家

庭環境に関する回答および第2回調査における進路に関する回答を合成したデータをもちいる。

無効の回答をふくむケースを除去すると，分析の対象となるのは男子約1200人，女子約10CO入，男

女計約2200人のケースであった。これらのうち，第2回調査時に大学及び短期大学に進学していた

ものの割合は男子64パーセント，女子5Gパーセントで，これらは1980年について学校基本調査から

推計した粗大学・短大進学率の各42パーセント，33パーセントよりかなり高く，このサンプルが全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま　
国平均より高等教育進学者を多く代表させていることが明かである。しかし，就職者も相当数が含

まれているので，進学選択における各要因の規定力に関する統計的な検定に大きな問題はないもの

と考えられる。

　（3）分析のためのモデルと実証の方法

　進学の規定要因に関して，社会移動論の枠組みの中で行われた研究は，実証手法のうえからは初

期の多重クロス表にもとずいた分析から，個票を直接に回帰分析してその結果を因果構造として解

釈するパス分析に移行した。しかし通常の回帰分析の手法では，従属変数として離散的な変量を扱

うことができないことが指摘され，最近では再び多重クロス表にたちもどって，それにいわゆる対

数線形（ログ・リニア）モデルを適用することが試みられている。対数線形モデルはしかしその名

称にもかかわらず，各変数問の潜在的な相互連関の構造を明かにするための一般的な統計的手法で

あって，進学選択に焦点をしぼった分析に必ずしも適当であるとはいえない。われわれの直接の関

心からいえば，進学行動を直接に明示的なモデルであらわし，これを適当な統計的手法で検定する

方向がのぞましい。このような観点から，ここでの分析の枠組みとするのは，アメリカの経済学者

を中心に1970年代から開発されてきた「確立論的行動選択モデル」である。じっさい，アメリカの

Hi蜘Sch◎01　aad　Beyond調査によるデータにもとずく進学行動の分析は選択モデルの適用によっ

て最近おおきく展開している〔Manski　and　Wlse，1986〕。

　われわれのモデルはまず，将来に関しての特定め高校生（i君とよぶ）の選択に着目する事から

出発する。例えば4年制大学への進学の，それ以外の選択に比べての相対的な便益をR・と表わす

ことにしよう。ここでR・はつぎのような関数で表わされる。

　　RドV（Y・，A・，　H・）＋μ　　一・①

ここで，Y・は家庭所得，　A】は本人の学業成績，　H・はその他の家庭背景をあらわすベクトルであ

る。またV（・）はこの高校生にとって進学の選択肢1のもつ効用をあらわす関数で，ここではそ

れが進学の動機にあたることから，「動機関数」と呼んで置くことにしよう。μはY，A，　Hのい

ずれにも含まれないさまざまの要因の影響を表わすランダム変数である。

　i君が大学進学を選択するのはこの相対的効用R1が正であるばあいであることになる。その確

率をPと表わすことにしよう。そこで，

　　P罵Pr◎b　｝：R1＞　oi
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一∫曽lf（μ）dμ

竺・P　〔V　（Y，　A，　H）〕， …　②

ここでf（紛はランダム変数μの確立密度関数である。P〔・〕はf（μ）の形状によって定ま

る，動機の強さ（動機関数の値）を進学選択の確率に結びつける関数で，一定の仮定のもとで，い

わゆるロジット関数によって近似しうることがしめされる〔金子　ユ987，PP．43－44〕。従って実

証分析の課題はうえの動機関数V（・）の形状を，測定することに帰着する。

　ここでの問題は，まず個票そのものからは選択の確率Pが測定されるわけではないことであり，

次に動機関数V（・）を線形であると仮定しても，関数P（・）は明かに非線形であって，通常の

最小2乗法を用いることができないことである。もし分析の対象となる独立変数が少なく，そのそ

れぞれの値の組合せによるセルに充分大きなサンプルがあるのであれば，そのセルごとに選択の結

果の比率を算出して，それをPの逆関数で変換した値を，ウェットつきの回帰分析に準ずる方法で

分析することも可能である。しかしそのような条件が整わない場合には，Vに線形性の仮定をおい

た上で，そのパラメータを最尤法で直接に測定する事が必要になる。ただしこの場合には，決定係

数に相当する指標を得ることはできない。本稿に於ける分析で用いたのはこの方法であって，計算

にはSASのCATMODプロセジャーを利用した。なお以下の議論では，この統計的方法を「ロジ

ット回帰分析」と便宜的に呼ぶことがある。

2．実証分析

　上の枠組みに従って行った実証分析の結果は下にまとめる通りである。まず，（D家庭所得のみを

独立変数として投入し，ついで（2＞それに加えて手入の学業成績，家庭環境などの変数を加えて全体

としての規定構造を分析し，さらに13）そのうえで，家庭所得がとくに有意な規定要因となる場合を

検討する。

　（1）進学と家庭所得

　進学を選択する確率と，家庭所得との関係をみるために，上式①における動機関数V（・）を次

の形で測定する。

　　V鷹β。＋β、lnY　　　　　　　　・一③a

　　V＝β汁β一nY＋β・（1gY）’　　・一③b
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おコ
ここでln　Yは対数変換をした家庭所得，β・，β・，β・は回帰係数である。③a式は動機関数

の値に対して対数変換した家庭所得が線形的な影響を持つ場合を仮定し，β・はその影響の大きさ

を測定する。③b式は両者の関係が非線形的である場合を仮定している。もし「学生生活調査」に

よる推計が正しく，両者の間にU字型の関係があるなら，β2は有意の正の値をしめすであろう。

　この測定を男女別のサンプルに適用する。進路の選択としては，α）4年制大学とそれ以外，（2）短

期大学以上（4年制大学及び短期大学〉とそれ以外，（3）専修学校以上（4年制大学，短期大学およ

び専修学校）とそれ以外，の三段階での選択を考える。さらに各段階での個別の選択として，（4）〉

私立4年制大学，（5個公立4年制大学，㈲短期大学，（7博修大学，の選択に関しても測定をおこな
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う。このようにして得られた測定の結果を表凄に示した。またそのうち統計的に有意な回帰係数を

それに対応する回帰式（女子の専修学校の選択についてのみ③b式，その他について③a式による）

にあてはめて，家庭所得の値からそれぞれの進路の選択の確率を算出し，これを図示したのが図董

である。これらから次の二点をよみとることができよう。

　　　　　　　　　　　表1。進学選択と家庭所得のロジット回帰分析

選択変数 定　　数 L9　（所得） 〔Lr蓑　（｝ラ「手琴・）〕2

男子（N瓢1226）

　　　大学
　　　短大以上
　　　専修以上

私立4大
国立4大
短大

專修学校

一6．8・隻3　＊＊＊

一6．077　＊＊＊

一5．754　＊＊＊

一4．941　＊＊＊

一2．415　＊＊

6．984＊＊
0．783

1．301　＊＊＊

1．186　＊＊＊

1．167　＊＊＊

0．744　　＊＊＊

0．216＊＊
一1．890　＊＊＊

℃．675＊

大学　　　　　　一一．329　　　　　－0．559

短大以上　　　　2．227　　　　　－1．616

専修以上　　　　2．《17　　　　　－1．595

私立4大　　　一4．601　　　　0。631
国立4大　　　一17．788　　　　　5．344
短大　　　　　　一5，636　　　　　　2，484

専修学校　　　一12．776　　　　　3．9U

0．156

0．235

◎．232

0．009

－0．425

－0．377

－0．386

女子（N＝974）

　　　大学

　　　短大以上
　　　専修以上

私立4大
国立4大
短大

専修学校

一9．536　＊＊＊

一8。322　＊＊＊

一6．6渓7　＊＊＊

一10．796　＊＊＊

一5．973　＊＊＊

　3．233＊＊
　1．400

ユ．428　＊＊＊

1．399　＊＊＊

1．200　＊＊＊

1．510　＊＊＊

0．655＊＊
℃．335

－0．572　＊＊

大学　　　　　　6．336

短大以上　　　　9．18C
専｛1多工〕人」：ニ　　　　　　　一3．733

私立4大　　　　一〇．512

国立4大　　　一6．121
短大　　　　　一15，164

専修学校　　　一51．612＊＊

一一 R．864

－4，504

0．222

－1．895

0．704

4．343

董7．459　＊＊

O．439

0．496

0．082

0．280

－0．004

－0，335

－1．527　＊＊

　　　　　　　　　　　　　　注：＊＊＊99％で有意。＊＊95％，＊90％。

　高等教育進学の段階的選択

　第…に，高等教育進学における，専修学校以ヒ，短期大学以．ヒ，4年制大学以．トの，三つの段階

的基本的選択についてみれば，家庭所得の一次項の係数β・がいずれの場合にも，しかも男女双方
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について高い有意性をもつ正の値を示す。すなわち，家庭所得が高くなるに従って，動機関数のと

る値は直線的に上昇し，従って進学の確率自体も単調に増加する。（ただし確率の変化の幅は，確

率が100パーセントに近づくと小さくなる）。これと対象的に，いずれの場合にも所得の二次項の係

数β，は有意の値を示さない。いいかえれば，「学生生活調査」からの推定にみられたU字形のプロ

フィールを検出する事はできない。図1にしめしたシミュレーションの結果をみても大学進学の確

率は，家庭所得200万円付近での5｝パーセントから500万円付近での78パーセントに，女子の場合は

　　　　　　　　　　　ふ12パーセントへと上昇する。また一次項の係数β・の推定値の大きさを選択の段階を通じて比較す

　　　90

　　80
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0
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，
戸
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　　　図1　進学選択と家庭所得のシミュレーション
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ると，高等教育進学に関するより低位の選択（専修学校以上）から，より上位の選択（4年制大学）

へと，その値が大きくなる傾向がみられる。すなわちこの順に，家庭所得による進学の確率の差が

大きくなる。この傾向は男女ともに明かである。なお男子と女子との問で回帰係数β、を比較して

みれば，女子のそれが男子のそれを大きく上回る。すなわち，いずれの段階での選択でも，家庭所

得の差が進学の確率に与える影響は女子の方が大きいことが示された。

　国立と私立大学との問の選択

　第二に，4年制大学のなかで，私立大学へと国立大学への進学のそれぞれの確率を分析してみる

と次の点がわかる。即ち，双方とも一次項の回帰係数β1が有意の正の値をとり，二次項の回帰係

数β・が有意の結果を示さないのは，4年制大学として一括したばあいと同様であった。しかし一

次項の回帰係数β1の大きさに注目してみると，私立大学のそれが国立大学のそれを大きく上回る

ことが明かである。これは男女双方についていえるが，とくに女子の私立大学への進学については，

β，の値はきわめて大きく，その確率が家庭所得を敏感に反応していることをしめしている。実際，

図ユに描いたシミュレーションの結果をみても，年間収人200万円付近での6パーセント程度から，

500万円付近での20パーセント近くへと急劇な変化をする事がわかる。男子の私立大学についても，

年間収入200万円付近での27パーセント台から，500万円付近での42パーセント近くへとやはり相当

な幅での変化がある。これとは対照的に，男子の国立大学への進学については，β・の値は有意で

あるといえきわめて小さく，その確率が家庭の所得に左右される度合の少ないことを示している。

実際，その値は20パーセント台で家庭所得による差はほとんど目だたないことが明かであろう。女

子についても同様の傾向がみとめられる。またとくに男子の国立大学については二次項の回帰係数

β、が有意ではないながら負の測定値を示す，即ち家庭所得と進学の確率との問に逆U字型のパタ

ーンさえ検出されうることにも留意しておきたい。これらは，所得が高くなるに従って4年制大学

への進学を選択するものがふえるものの，低所三層ではおそらく授業料あるいは進学コストのため

に，国立大学しか選択できないものの割合が高く，高所得者層にいたって国立大学にこだわらず進

学する者が多くなることを物語っているものと解釈される。

　短期大学，専修学校の選択

　第三に，高等教育への進学の選択肢の中でも，とくに短期大学および専修学校がどのような位地

を占めているかに着目したい。これらについては所得の一次項の回帰係数β1が，いずれも有意の

負の値をしめす。すなわち家庭の所得が高いほど，短期大学あるいは専修学校に進学する確率は低

くなる傾向が一般によみとれる。このことはとくに男子の短期大学について著しい。男子はほとん

ど国立の短期大学に進学しており，従って男子にとっての短期大学進学は直接費用，放棄所得のい

ずれの面において実質的にもっとも低コストの高等教育機会となっていることを考慮すれば，家庭

の経済的制約のきわめてきびしい高校生にとって短期大学が選択の対象となることは不思議ではな

い。家庭所得が上になるにしたがって。4年制大学を選択する傾向が急速に強くなり，従って短期

大学を選択する確率は減少するのであろう。ただし女子については，家庭所得との関係ははるかに

弱く，図にみられるように年間所得200万円から500万円までの問では，短期大学を選択する確率は

20パーセント付近を中心に5ポイント程度の差にとどまる。専修学校への進学についてもほぼ同様
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であるが，短大の場合のように男女の問に大きな相違がない。なおここで留意しておきたいのは，

短大，専修学校の進学については男女いずれの場合も，家庭所得の二次項の回帰係数β2に負の値

が測定されることである。とくに女子の専修学校への進学についてはその測定値が高い有意性を示

すことが着目される。すなわち低家庭所得層で選択の確率が低く，それより上位の家庭所得層で高

くなるが，さらに上位層では再び低くなる，という逆U字型のプロフィールを検出する事ができる。

低所得から中所得層にかけて，これらの教育機会が高等教育の選択にかんしてマージナルな教育機

会を提供するものの，それ以上の所得層ではより高価な，しかしより効用の高い4年制大学への進

学に代替されていくことを示しているものみられよう。

　（2）進学規定要因の比較分析

　つぎに，家庭所得以外の規定要因を加えて，進学選択に関わる家庭所得の相対的な規定力の大き

さを分析する。ここでは，これまでの多重クロス分析の結果を踏まえ，本人の学業成績の指標とし

て出身高校の特性，家庭環境の要因としてら父親の職業，父親の学歴を規定要因として加えた。各

変数のカテゴリーは，吉本〔ユ984a，　n8～119頁〕をもとに，一部まとめ直している。すなわち，

　　　　　　　　　　　　　もき
上記③かえて次の④式を考える。

　　V嵩β・・＋β一nY士Σ1璽・・S・士靖β・・IJ・±Σ慮uB・…　④
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さひ
ここでS　（S、，S，，　S・，　S∂は1｝1身高校の特性（平均進学率及び学科〉，」（」・，」2，∫・）

は父親の職業，£（£，，ε・，ε・∂は父親の学歴を表わすカテゴリー変数で，βはそれぞれの影

響を測定するための回帰係数である（表2を参照）。その測定結果（表3）を次のようにまとめる

ことができる、，

　　　　　　　　　　　　　　　表2　測定式と規定要因枠組

V瓢β。十βjnY十Σβ21si十Σβ31Ji十Σβ4iEl
　　　　　　　　」騙1、4　　　　　　‘糧｝，3　　　　　　　監懲1．3

縞離打遣
（S・，・一｝，・1）

カテゴリー（変数値） 影響パラメーター

i職業科　　　　　　　　　　　　　　βコ（但しΣβ2ド0）
（S…驚ユ，他のS1鴬0）
普通科進学希望率70％以下
（S2＝董，他のSFO）

　　　　　f訟1，4

β，，

騨　　幕　　曜　　一　　閉　　一　　一　　謄　　一　　8　　曹　　置　　一　　曹　　甲　　，　　鱒　　導　　櫛　　靴　　騨　　騨　　轄　　静　　卿　　齢　　．　　「　　u　　■　　骨　　．　　．　　昌　　，　　9　　．　　一　　畠　　甲　　「　　爾　　齢　　聯　　齢　　囎　　．　　隔　　o　　， 曽　讐　　鱒　庸　卿　御　　鞠　騨　隔　　需　　爾　　鼻　”　　律　　P　騨　，　一　　曽　曹　　●　一　　・　一　　．　・　一　，　　甲　　噌　鳴　御　　辮　　騨　騨　　冊　　開　■　　■　層　9　　●　　o　，　“　噺　　騨　　購　騨　哺

普通科進学希望率70－95％以下 β、、

（S：4竺1，他のSl篇0）
謄　　一　　悔　　瞥　　，　　噂　　膚　　餓　　浄　　騨　　繭　　嚇　　齢　　幣　　噸　　o　　騨　　■　　雪　　r　　一　　■　　量　　■　　邑　⇔　　鴨　　・　　殉　　幣　　嘩　　轍　　葡　　鼻　　嚇　　齢　　■　　”　　”　　“　　r　　隔　　曽　　一　　一　　魅　　艦　　r　　申　　弊 棚　，　　一　暫　髄　　曽　一　欝　　曽　‘　　ρ　　瞥　曹　　一　　卿　卿　m　申　　騨　鞠　　撃　　伽　聯　　齢　嚇　脚　顧　齢　縣　　縛　層　ロ　　量　　■　讐　　邑　畠　　嘔　噸　　脅　●　　9　　冒　隔　9　●　　o　幽　　幽　髄

普通科進学希望率95％以上 β，、

（S4瓢1，他のS｝二〇）

父親の職業 農林業・自営業 β・1（但しΣ　βuユ0）
（LうF1，・∂ （Jl＝】，他のJ1冨0）

‘皿蓋，3

ブルー・グレーカラー職　　　　　　β，，，

1〈J2＝1，他のJi＝0）
r累ヴマ下二二＝職…”…吊…曽

　（J：雪＝1，他の∫巽篇G＞

……卿…… ﾀ∵、；………り…層’

父親の学歴
（El，ゴ笥，：の

i義務教育　　　　　　　　　　　　　β・・（但しΣ　βn＝0）

1仙一L他のεド。＞　　　　　ガ贈盟β
中等教育（旧中，新制高校〉　　　　β巳
　（εF董，他のE［＝0）
高等教育　　　　　　　　　　　　　，β・・　　　　　　　　　　　　　　1

　（£：F1，他のE滞。＞　　．＿一．一　．＿＿＿」
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　高等教育進学の段階別選択

　まず家庭所得の効果に着目すると，四年制大学への進学については，男予のばあい，他の規定要

因を加えることによって，家庭所得の独立の効果は統計的に有意でなくなる。つまり，父親の職業

や学歴，本人の出身高校を所与とすれば，家庭所得に拘らず動機関数の値は一定となる。ただしこ

れは家庭所得外の規定要因のそれぞれの値の組合せに関して，家庭所得の独立の効果が同一である

と仮定したときに，家庭所得の独立の効果が現われないということであって，特定の場合に家庭要

因の効果がないというわけではない。この点については後にのべる。また，ここで肝心な点は，家

庭所得が関係しないのは，進学するか否かの選択に関してのことであり，進学コストに関する経済

的問題はない（消え去っている）ということではない。むしろ，結果的には，一定以下の家庭所得

の層に関しては，進学するというばあいの選択が，男子では相当部分，他の何らかの生活上の犠牲

を当然のこととして行なわれている，と見るべきではないだろうか〔金子，蒙987〕。

　これに対して女子では，他の要因を加えた後にも，所得の効果が有意性の高い正の値を示す。モ

デルケースとして，父親がホワイトカラ～・中等教育層の女子のばあいの進学確率を，計測の結果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
にもとずいて推計してみると，図2のように家庭所得が高いほど進学の確率も上昇する。ただし，

職業科校や普通科進学率70％未満の学校では，平均的に進学確率の水準自体が低いため，所得の変

動による確率変化のはばは小さくあらわれる。

　このような四年半大学進学に関する傾向は，他の段階別の選択一「短大以上」および「専修学校

以上」の高等教育一についても同様にあてはまり，女子で家庭所得の影響が有意であり，男子では

有意ではない。図3は女子の「短大以上」への進学確率に関して，モデルケースにおける推計をし

たものである。家庭所得の動機関数への規定力はさらに大きくなっている。ただし，進学確率の変

化でみると，四年制大学のばあいとは異なり，普通科進学率95％以上の学校では，すでに進学率の

水準が高い水準にあるために，所得変化に対する弾力性が小さくあらわれる。逆に，普通科進学率

70％未満の学校では，家庭所得に応じて，進学確率が大きく変化する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　家庭所得以外の要因の影響については，ここでは簡単にまとめておくことにしよう。まず，いず

れの選択についても男女ともに，出身高校の属性（あるいは本人の学業成績）が個人の動機関数を

もっとも大きく規定している。ついで父親の職業，学歴とも，それぞれ有意性の高い結果を示して

おり，多様な家庭背景要因が進学の動機関数を規定していることを示唆している。父親の職業では，

農林・自営業層よりもブルーカラー層の方が，さらにそれらよりもホワイトカラー層のほうが進学

確率が高くなる。また，父親がより高学歴層であるほど，進学確率が高くなる傾向が測定された。

　私立大学・国公立大学の選択

　続いて，四年制大学のなかで私立大学と国公立大学との選択に着識する。計測結果を比べると，

男女とも，私立大学では家庭所得の回帰係数が有意性の高い正の値を示している。これに対して，

国公立大学では逆に回帰係数が負の値を示しており，特に男子では有意性が高い。男子について測

定結果にもとづいて進学確率をシミュレートしてみると（図4），特定の出身高校・父親の職業・

学歴の個人について，家庭所得の低い層ほど国公立大学への進学確率が高い傾向があきらかである。
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　図2　女子・大学進学率推計

　（父：ホワイトカラー，中等教育）

600

100

90

進
学
率

80

70

60

50

40

30

20

10

0

〆

　　　　　　　■囎岬口騨　　　騨■醐騨口騨
　　　　，　　’一醐の　　’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘　■　，　o　◎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。。8μ鷹。ゆσ’9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尋．．・。・・の’。σ9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ　8の　・　　　　　　　　　　　　　　。．．の…　肇。陰’ρ

　　　　　　　　　　　　　ゆの．，，一／●摺．講0． @　　“＿…一。。．一一…の一・““”’

・’ @　　　　　　　　　　　．．．。．・φ・…釦’●。蟹

　　　　　　　　　　　．．．…9φ●一
　　　　　　　　．の・ρ。のの‘
　　　　　σ¢魯■o・σ
　　　の謬勧φ　“
。．・・。●φ●

200

　　職業科

　　　300　　　　　　　　　400

　　　　　　家庭所得（万円）

・◎・●一 @普」通添斗70％諸こ1箇　，●．　’普∫霊零｛・70－90％

　　図3　女子・短大以上進学率推計
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　　　　　　　　　図4　男子・国立大学進学率推計

　　　　　　　　　　　（父：ホワイトカラー，中等教育）
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つまり，先に示唆した通り，国公立大学は直接コストの低さ故に，低所両両においてより多く選択

されるばあいがあり，家庭所得が高くなれば国公立大学以外に私立大学に選択肢の範囲が加わるこ

とを示唆しているものと考えられる。もちろん，国立大学の選択が現実に好能になるためには，学

力が一定の水準に達していることが必用だが，この点は後に出身高校別の分析で再び論ずる。

　ところで図4においては，家庭所得と国公立大学進学確率との関連は，右下がりの曲線となって

いる。しかし前出の図董における，家庭所得による単回帰分析の結果は，この関係を右上がりの曲

線としてあらわしていた。なぜこの両者に相違ができたのだろうか。それは家庭所得と出身高校と

いう，ふたつの規定要因の間に，学業成績を媒介として正の相関があるからである。すなわち，国

公立大学進学チャンスの大きい普通科進学校には，高所得層が相対的に多く，チャンスの小さい職

業科校などには低所得層が多く存学している。このため，個々の高校の卒業者の中でみれば，所得

が低くなれば私立大学でなく国公立大学へより多く進学する傾向があるものの，サンプル全体でみ

れば低所得層で国公立大学進学者が多くなってはいないのである。いいかえれば，国立大学進学へ

の家庭所得の影響は，一定の出身高校において高校の影響とは独立に家庭所得が持つ効果（直接効

果一経済的効果〉と，家庭所得と出身高校との相関を経由して間接的に：進学確率に与える差（間接

効果一入学時の学力経由効果）に分けられる。直接効果としては負の効果であるが，患身高校を経

由して正の間接効果をもつため，合わせて単回帰では正の関連を示すのである。
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　実際のデータ解析でこのことを確かめるために，男子の出身高校のカテゴリー別の在学率を，3

つの家庭背景要因（所得・父職・父学歴）にこれまでと同じく「ロジット回帰分析」を用いて分析

　　　　　　　　　　む
した結果が，表4である。ここから，それぞれのタイプの高校の在学率（構成比率〉をモデルケー

スについて推計したものが，図5である。

　　　　　　　　　　表4　高校進学選択のロジット回帰分析（男子）

定　数 酬…

E
畑
物
グ
　
　
　
　
　
ξ

レーカラー

　　　　　1父学歴
zワイカ1義務教でラー　　　…

男子IN＝i226）

@　　職／普A
@　　普C／普A

6，066

Q．273　1

　　　　1

≠P：lll　i　81劉 0，396

O，426

一α563　　ユ，000

黶i）．41G　　O．465

普B／肇撃A　　　　3．589　　　　－0、704　　　　　◎．305　　　　－0．339　　　　　0．034

　　　中繍鵡物干
　　　　　　　ミ

　　　　α。7g」．。79

　　　　α238i．0，7。3
0．556　　，　　0．】03　　1　－0．659

　一例をあげると，家庭所得が300万円の男子の普通科進学率95％以上の高校への在学率は42．9％

であり，これより所得が50万円高いと，このタイプの高校への在学率は3．2ポイント高くなること

になる。家庭所得が国立大学の選択に独立には全く影響を与えないとしても，国立大学進学確率に

は，L2ポイントの差が生じる。これが間接的な効果である。他方，出身高校を通学とすれば家庭

所得の増加に応じて国公立大学進学確率は低下する。前の図4で示したように，家庭所得300万か

ら50万円の増に応じて，例えば普通科で進学率95％以上の高校であれば，1、9ポイントの低下とな

る。全ての出身高校の種別を加重平均すると直接効果はマイナス1．3ポイントとなる。各所得階級

ごとに，所得変化50万円に対する進学確率変化の2つの効果を比較したものが図6である。下位の

所得階層になるに従って，直接効果（負）と問接効果（正）の双方が増大し，結果としては，両者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
がほとんど相殺しあう形になることが明かであろう。

　短大・専修学校進学の選択

　短大・早昼学校への進学については，どちらも家庭所得を含む家庭背景要困の影響は必ずしも一

貫しておらず，有意性の低い値をとっている。また出身高校についても，他の段階別の選択や機関

タイプの選択の場合よりも規定力が小さい。家庭所得の影響が有意となるのは，男子の短大及び女

子の専修学校の選択であり，いずれもその係数が負の値をとっている。つまり，これらの選択にお

いては家庭所得が低いほど動機関数の値は上昇する。

　なお，女子の専修学校について，先の分析と同様，家庭所得の2次の効果を加えて検討してみる

と，その結果は有意な係数を示す。測定された回帰係数から進学確率を推計したものが図7である。

これによれば家庭所得が300万円前後の層でもっとも専修学校進学確率が高くなる。すなわち，300

万円より下の層では所得の増加に応じて選択の確率が高くなり，それより上の層では所得の上昇は

むしろ負の影響をもつことになる。i次の効果のみを考慮した場合と比較すると，低所得層の推計

に関して相違が生じることになる。この二次項に関する計測結果は，所得300万円を境にして進路

選択肢の組合せが異なっている可能性を示唆しているものと解釈される。あくまで仮説の範囲であ

るが，300万円以上の階層の女子では，4年制大学・短大進学と専修学校進学とを天秤に掛けて比

較し，所得が低くなるほどコストは低い専修学校を選択する。ところが，300万円以下の層までな
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　　　　図7　女子・専修学校進学率推計

　　　　　（父1ホワイトカラー，中等教育〉

600

ると，専修学校進学コストも比較的無視できない負担となり，その結果，専修学校と比較される選

択肢は就職であり，所得の低下が専修学校進学確率の低下につながるのではあるまいか。

　〈3）出身高校別にみた家庭所得の効果

　これまでは，動機関数を各選択ごとに同一の回帰式で測定してきた。つまり，家庭所得の効果が

他の要囚のどの組合せについても一様であると仮定してきた。しかし，家庭所得は，これまでにも

国公立大学と私立大学の選択や専修学校の逆U字形の選択などから示唆されるように，ある限界層

ないしは限界的選択において特に重要な規定要因になるものと考えられる。ここで特に重要なのは

学力水準別にみて家庭所得がどのような独立の影響を与えているかという点である。そこで，ここ

では動機関数を，

　　VFβ｝・＋β月lnY＋Σβ，・・J・＋Σβ、・1E・一・⑤
　　　　　　　　　　　　ほホユげぜ　　　　　　　　　しお　コヨ

　のように，出身高校カテゴリー（j）ごとに測定した。この結果のうち，家庭所得の係数のみを

抜きだして整理したのが表5である。この結果は次のようにまとめることができる。

　普通科進学率95％以上の高校

　普通科進学率95％以上の学校の出身者では，男女ともに各段階別の選択への家庭所得の影響は，

有意な値を示さない。但し4年制大学を選択したもののうち，国・公立と私立大学の選択に着目す

ると，家庭所得の回帰係数は私立大学について有意性の高い正の値，国公立大学については特に男

子で有意性の高い負の値をとる。つまり，このタイプの高校出身者は，ほとんど大学へ進学するた
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表5　進学選択のロジット回帰分析（3）

　　・一出身高校別の家庭所得の係数一

職業科
　　　　　並
宦@　嘘　，　　，　冒　　ロ　，　■　　撃　　ゆ　櫛　　翰　o　　剛　　ゆ　φ　　騨

V0％未満

溺　　通　　科。　脚　　脚　　ロ　“　　圃　　．　〇　　一　　曹　　・　　一　　凹　　一　　幽　　一　　，

@70－95％
曜　r　　げ　　一　　¶　　曽　　魑　　管　　鵯　　騨　　“　　博　　柳　　襯　　σ　　響　貞　國

X5％以上
男子（N識1226）

大学 ＊一〇．761 ＊＊1．744 0，413 0，235

短大以上 ＊一〇．810 ＊L460 0，235 一α237

専修以上 一〇．250 ◎，798 0，025 一α738
o　　鵜　　聯　騨　　，　　卿　　鄭　　鱒　　悔　b　　齢　　卿　　謄

送ｧ4大 ……謫�謔Vジ
…”轡曹一 諱v：∵∵r

闇　　需　　用　　需　　脚　　■　　騨　　響　　ロ　　隔　鴨　　o　　■　　禰　　●　　◎　一

@　一◎．147
の　　“　　●　　■　　一　　〇　　輸　　騨　　囎　　櫛　　爾　　騨　　庸　　藷　　剛　　，　隔

磨磨毎黶掾B623

私立4大 一〇．476 ＊1．5ユ7 0，423 ＊＊0．552

短大 一〇．764 一2．080 一1．576 2，737

専修学校 α860 一1．319 一1．046 一1．077

女子（N躍974＞
大学 一3．282 ＊＊＊L955 ＊＊＊0．852 0，675

短大以上 1，056 審0。646 ＊＊＊1．354 0，044

専修以上 LO51 0，442 ＊＊＊1．200 一2．◎95
鱒　櫛　曹　響　　■　　，　■　層　．　一　　璽　9　一

送ｧ4大 ……
謔ｲ∵二＝∵ …’… ｹ二∵二∵

一　　”　　嘗　　営　　圏　　幽　　蝉　　脚　　騨　　鵯　⇔　　静　　導　　煽　　楠　　●　　噸

@　0．179
隅　鱒　　顧　静　脚　　晦　　o　り　響　D　夢　富　一　　‘　　昌　　匿　騨

@　一〇．634

私立4大 一3．282 ＊1。955 ＊＊＊0．807 ＊＊L208
短大 ＊1．631 0，258 0，520 一〇．965

専修学校 0，648 一〇，299 ＊一〇。761 一1，ユ55

　　　　　　注：＊＊＊99％で有意，＊＊95％，＊9◎％。…は推定が収束しなかったもの。

めに，家庭所得は大学進学の確率には独立の影響をあたえない。しかし進学するものの中では，低

所得層ほど国公立大学を選択する確率が高くなり，逆に高所得層ほど私立大学を選：択する確率が高

くなる傾向が認られる。

　普通科進学率70－95％の高校

　普通科進学率70－95％の高校の出身者のうち，男子については上の場合と同様に，大学進学に家

庭所得が与える影響は有意ではない。しかし，国公立一私立の選択に関する家庭所得の影響はみら

れない。つまり，国立大学は，入学に際して一定以上学力水準が必要であり，全体に選抜度が高い

ため，もはや家庭所得に応じた選抜肢ではなくなっているものと考えられる。他方で女子について

は，4年制大学，短期大学以上，専修学校以上の各段階での進学選択に対して，家庭所得の回帰係

数の値が大きく，また特に高い有意性をしめす。家庭所得が独立の重要な規定要因となっているこ

とがあきらかである。たとえば，モデルケースの父親ホワイトカラー・中等学歴の女子について，

短大以上の進学確率を推計したものが図8である。家庭所得300万円層では，所得が50万円増加す

ることで進学確率が4．9ポイント増加すると推計できる。

　職業および普通科進学率70％未満の学校

　以上の二つカテゴリーの高校と対照的に，普通科進学率70％未満の学校では，男子女子双方につ

いて4年制大学への進学に関して家庭所得が有意の独立の影響を与えている。特に着目されるのは，

男子についても回帰係数の値が高く，ほとんど女子のそれに同じであることである。すなわち，他

の規定要因を所与としても，家庭所得が高い程大学に進学する確率が明らかに高くなる傾向が認め

られ，この点に関しては男女の相違が少ない。このような傾向は短大以上の進学の選択をとっても

同じであった。しかし，このカテゴリーの高校出身者は国・公立大学へ入学する学力に達している

ものが少ないものと思われ，人学進学者はほとんど私立大学へ進学している。
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600

　また，職業科女子では，短大進学を家庭所得が規定し，家庭所得が高いほど短大進学の確率が上

昇する。なお，職業科男子では，大学および短大以上の進学選択への家庭所得の影響が見られるが，

このばあい，家庭所得の係数は負の値をとっている。

3，まとめと今後の課題

　家庭所得の高等教育進学への影響を分析した結果を次のようにまとめることができよう。すなわ

ち，①家庭所得と進学確率との問には明確な対応があり，専修学校以上，短大以上，4年制大学，

の各段階での進学の確率は，家庭所得がたかくなるほど大きくなる、，この傾向は特に女子で顕著で

あった。ただし，短大および専修学校への進学の確率は，すくなくとも一定の水準よりうえの家庭

所得では，家庭所得が高くなるほど小さくなる傾向がある。②学業成績の指標としての出身高校や

他の家庭背景の要因を加えて測定すると，段階べつの進学選択への家庭所得の影響は一般に小さく

なり，特に男子については有意でなくなる。ただし，女子については家庭所得の影響はなお有意で

ある。また，4年制大学のうち，私立大学に対する国公立大学の選択の確率は，低所三層で高くな

る蜘Iljがあることが明かとなる。③しかし家庭所得の進学選択への効果は，おそらく学業成績を反

映して，出身高校によって異なっている。高等教育進学一非進学の選択についての家庭所得の影響

は男女ともに，進学率の高い高校の出身者では小さく，進学率の中程度の高校で大きくかつ有意と
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なり，それ以下でふたび小さくなる。同様の傾向は短大以上の選択についてもみられる。また低所

断層が私立大学に対して国立大学を選択する傾向が特に進学率の高い高校で明かである。

　以上の分析結・果をつうじて，次の三点を指摘しておきたい。すなわちまず第一一に，家庭所得の進

学選択への影響については，男子と女子との問で大きな差があることである。通常，教育機会の均

等の観点からは，男女間に進学率の差があることが問題とされる。しかしわれわれの分析から明ら

かなのは，女子の問での家庭所得による進学率の較差が，高等教育進学の何れの段階的な選択にお

いても大きく，しかもそれは他の家庭要因を考慮してもなお一貫して現われるということであった。

これは教育の機会均等を将来に論ずる際に一つの重要な視点となることと思われる。第二は，家庭

所得は，男女ともに学力限界層の進学選択において特に大きな影響をもついう点である。上に述べ

たように，家庭所得の進学選択に対する影響は，他の要因を含めた分析では，特に男子に関して小

さくなる。しかしこれは，他の要因の全ての組合せについて家庭所得の影響が同じであるという分

析手法上の仮定によるのであって，出身高等学校のカテゴリー別に分析すれば，進学率中位の高校

で明らかに重要な影響がみられるのであった。これは進学率上位の高校出身者については所得にか

かわらず進学するものがおおく．逆に下位では非進学が多数となるなかで，このカテゴリーの高校

の出身者が進学の選択にいわば限界的な層となっていることによるものと考えられる。しかも，高

校のカテゴリーは学力の指標という点では不十分であって，同一高校カテゴリー内での学力の個人

的差異は大きく，またそれは家庭所得とは相関がない〔吉本　1984a〕。もし学力そのもので限界

層を抽出したとすれば，家庭所得の影響もさらに大きく現われる可能性がある。第三に分析結果は，

国・公立大学は，学力の上位層で，かつ家庭所得が低いものに対して教育機会を供給するうえで大

きな役割をはたしていることをしめしている。また，短期大学，専修学校は学力のうえで4年制大

学への進学に関して限界的な水準にあるもののなかで，とくに低所得層に高等教育の機会を提供し

ているとみることができる。

　さて，今後の分析上の課題にふれておこう。われわれの分析の基礎となった選択モデルでは高等

教育の選択は，選択によって期待される便益（長期的・短期的）と実質費用（直接的・悶接的）の

両者を比較・秤量しておこなうものと設定されている〔金子　1987〕。このモデルをもとに分析結

果を解釈すれば，たとえば，男子の高学力層で家庭所得の規定力が弱いのは，期待される便益が一一

般にきわめて高いために，低い家庭所得層においても実質費用を下回ることがすくない。そのため，

結果としてあらわれる限りでは進学と家庭所得の問に強い相関関係がみられないためであろうと考

えられる。他方で女子の進学確率が所得に左右される傾向が強いのは，高等教育進学によって期待

される便益が低く，実質費用との差が一般に小さいために，家庭所得よる実質所得の差が両者の関

係に直接影響するためであろう。しかし，上のモデルでは単純な選択を念頭において，便益と実質

費用を考えたにすぎない。じっさいの選択ではさらにさまざまな要因がこの両者に影響を与えてい

るものと考えられる。たとえば。出身地域とそこで得られる高等教育機会の種類によって，高等教

育から期待される便益と実質費用は大きく異なる。また浪人して進学することによって，より選抜

度の高い大学に入学すれば便益は高くなるが，明らかに実質費用も増大する。このような費用と便

益の構造をモデルに取り人れることによって，進学行動の規定要因をさらに具体的に把握していく
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ことができよう（たとえば〔Schwarz　1986〕参照〉。またそれによって，進路選択肢の相縁関係

（補完・代替〉を分析することも可能になることと考えられる。

注

1）粗進学率は，同年に大学及び短大に人学したものの数と，同年3月末までの一年間に18才とな

　つたものの比率。

2）もとのデータにおいては家庭所得をカテゴリー変数として（100万円以下，100－199万円，等）

あつかっている。これを連続変数に変換するために次の方法をもちいた。すなわち，まず上の集

計表から，家庭所得に関する累積度数分布表を作成する。つぎに家庭所得の分布が対数正規分布

に近いものと考えて，その累積密度関数をロジット関数で近似する。具体的には累積度数をロジ

　ット変換して，これを対数表示の家庭所得に回帰分析する。この回帰分析による説明力（R2乗）

は0．996であった。この結果を用いて，累積度数分布を家庭所得の関数として表現し，データに

おける各所得階級における所得額の中央値を算出する。そしてこれを各階級に属する個人全てに

代入するわけである。

3）年間所得200万円はこのサンプルでは，下から10パーセンタイルにあたり，年閲所得500万円は

上から24パーセンタイルにあたる。

4）実際のSASの集計プロセス（CATMODプロシジャー）の中では，表1における各変数のカ

テゴリーのパラメーターをすべて直接測定しているのではない。つまり，日中に但し書きしてい

　るように，各変数効果（主効果〉のパラメータ～の合計値にはゼロという制約を加えており，各

変数の最後のパラメーターは，他のパラメーターが算出された歯力結果をもとに算侵している。

つまり，各変数のカテゴリー数がK個であれば，その主効果の自由度はK－1であり，このため

　ここでは，全うンクの中心点をゼロとする制約を加えて，パラメーターの標準化を行なっている

　のである。

51正確にいえば，li携高校という指標の影響を，単に個人の学業成績要因として解釈することは

できない。もともと，普通科と職業科の分類はカリキュラム上の分岐によって進学率の差を生じ

　させているものである。また，現実には，ここで用いる高校のタイプが進学に関わる学業成績と

　関係していると仮定しても問題はないだろうが，この指標は，個々入の成績だけでなく，高校と

　いう組織・集団単位の影響も加味されたものである。つまり，それぞれに高校の社会的コンテク

　ストや紐織に応じて進学アスピレーシ雪ン統制メカニズムが存在しているからである（吉本

　1984b，吉本　ig84dなどを参照）。

6）他の要因を除外した上での，家庭所得と進学確率の関係の推計において，本稿では，各変数の

　カテゴリーを具体的に組合せたモデルケースに関して，各パラメータ…値を測定式③に代入し，

様々の家庭所得の値に応じた進学確率を予測したものである。

　　このモデルケースめ選択は，各変数ごとにパラメーターの大小順にカテゴリーを並べ，各カテ

　ゴリーに属するサンプル数を積み上げていき，メディアンに相当するカテゴリーを選んだ。この

結果として，ホワイトカラー・中等教育学歴層を，父親の職業・学歴に関して「中間」的な組合
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せとして扱うことになった。こうした推計の他，注鋤のような考え方からすれば，父親の職業と

学歴については，パラメーターの中心点であるゼロを代入することも，これらの要因コントロー

　ルの方法として可能である。

71本稿は，家庭所得の影響に焦点を当てているため，それ以外の要因の影響については簡単にふ

れるにとどめ，進学・就職を含めた諸要因の総合的な分析は今後の課題としたい。なお，多変量

解析としては，江原〔1984〕の枠鑑みに準拠しながら「数量化H類」による進学選択の分析を試

みている〔吉本三984d〕。

8｝ここでのモデルは，従属変数が二項選択ではなく，4カテゴリーの選択であり，このため3つ

の応答関数を測定している。

9）所得50万円の差を仮に通常の学費で比較すると，当時の国公立大学と私立大学の学生の学費の

差が40万円弱であり，この所得50万円の差は，私立から国公立への変更によるコスト低下でほぼ

　カバーできることになる。
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The Cheice of Higher Education aKd Family Rncgme
     -- An Application of the Choice Model -

                           Motohisa KANEKO" and Keiichi YOSHIMOTO"'

  This paper ana}yses the effect ef family income upen the choice ef opportunities of higher educa-

tien by applying the discrete choice model, The data were taken frem a tracer survey conduc{ed upen

high school graduates in l98e. Ernpirical fiRdings from the analysis raay be summarized as feliows:

l) The chances of taking the opportunities of higher education are iRdeed related to family income.

This is true for three stages of cheice (speciaa train}ng scheo}s and above vs. empleyment; junior ccl-

lege and above vs. special training schools and employment; and four-year coKege vs. junier coliege,

special traingng school and emp}oyment). With higher family incomes, the probability of advancing

to higher educatien institutions increases, The relation is particularly streRg among women. A}so it

was fouRd that the prebabi}ities of selecting particuiar types of institutions are negatively cerrelated

to family income. Those are junior cclleges for men and wemeR, and special training schools for wemen.

2) The lndependent effects of family income decline whefi other yariables thaft family iRcome -- aca-

demic abiSity, father's education and father's eccupation are added into the logit-regression frame-

work. This is particularly true with men; but with women the effects still remain signMcant. By the

addition of ether variabies it was alse revealed that the choice of !}aticnai universities ever private

institutions is negatively related with family income. This suggests that the lower tuition level at the

nationa} iRstitutions attracts high schoo} graduates who are academicaNy eiigible but finaRcially mar-

ginal in college choice.

3) Even though the full regre$sion model above indicated that the independent effect of family income

becomes negligible with men wheR ether variables are added, it was enly the result of the latent as-

sumptien that the effect is constant over permutatiofi ofthe independent variables. Separate analyses

by academic ability indicated that the independeRt effect ef fami!y income varies depending upon the

level ef academic ability. Indeed, family income exerts slgnificant iRfiuence upon the choice of four-

year university over other careers when only the men with medium ability levels are analyzed. Presumably,

for {hose students the cheice of higher education is more margiAal than others. Similar te"dencies are

fcuRd with ether levels of choice, and also with women.
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  Through these analyses it is argued thatfamily income is still a signMcant deteTminant ofthe choice

of co}iege education, especiaily among women and among those of marginaS academic ability with respect

to college education. Aiso it is argued that the naticnal universities are playing a significant rele through

their iow tuitions in providing opportunities fer low income families.


